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社会保険同⽇得喪
⼿続きガイド
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同⽇得喪とは？
同⽇得喪（どうじつとくそう）は、社会保険（健康保険‧厚⽣年⾦保険）の資格喪失と取得を同⽇に⾏う⼿続きです 。主に60歳以上で定年退職し、1⽇の空⽩
もなく継続して再雇⽤される際に適⽤されます 。 
 ⾼年齢者雇⽤安定法により65歳までの雇⽤確保措置が義務付けられ、定年後の再雇⽤が増えています 。再雇⽤時に給与が下がっても、社会保険料の改定は変
動後4ヶ⽉⽬からです 。しかし、同⽇得喪の⼿続きをすれば、再雇⽤された⽉から新しい給与に合わせた社会保険料に変更でき、負担を早く軽くできます 。

同⽇得喪の対象者と適⽤条件
対象となるのは、以下の条件をすべて満たす厚⽣年⾦保険の被保険者です。

‧60歳以上であること 。

‧退職後、1⽇も空くことなく同じ事業所に継続して再雇⽤されること 。 

パートタイム労働者等も対象です 。給与が変わらない、または上がる場合は不要です 。これは任意の⼿続きです 。70歳以上で健康保険のみ加⼊の場合も、健
康保険について同⽇得喪が可能です 。 

‧再雇⽤後の労働条件が社会保険の加⼊要件を満たしていること 。

‧再雇⽤により標準報酬⽉額が従前より低下すること 。

同⽇得喪の⼿続きと必要書類
⼿続きは、管轄の年⾦事務所等に「被保険者資格喪失届」と「被保険者資格取得届」を同時に提出します 。
資格喪失⽇は退職⽇の翌⽇、資格取得⽇は再雇⽤⽇となります。
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‧会社が発⾏する「退職⽇」と「再雇⽤⽇」が記載された証明書証明書1枚でよい場合

これらに加えて、今まで使⽤していた健康保険証も返却する必要があります 。2024年12⽉2⽇以降は保険証が発⾏されないため、⼿続き後、マイナ保険証を
持っていない⽅などには資格確認書の発⾏が可能です。役員の⽅が退任して嘱託社員などになる場合は、取締役会の議事録などが必要になることもあります 。

同⽇得喪の主な注意点
同⽇得喪により社会保険料が下がると、将来受け取る厚⽣年⾦額や、病気やケガで休業した際に⽀給される傷病⼿当⾦の算定基礎額も下がります 。
⼿続きのメリットだけでなく、これらの影響も考慮する必要があります。 
なお、社会保険料は事業主と従業員で折半負担しているため、同⽇得喪は事業主の保険料の負担軽減にも繋がります。

提出時には、以下のいずれかの添付書類が必要です 。 

‧就業規則（定年に関する規定部分）、退職辞令の写しなど、退職したことがわかる書類
‧雇⽤契約書や労働条件通知書の写しなど、継続して再雇⽤されたことがわかる書類

両⽅の書類が必要な場合
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